２００９年１０月３日
消費税廃止各界連の当面の運動方向について
１、はじめに

８月30日の総選挙で、貧困と格差を拡大してきた「構造改革」路線に反省もなく、「消費税を含む抜本的税制改革を実行する」と公約した麻生首相と自民党・公明党の与党に、国民は厳しい審判を下し、政権から退場させました。消費税導入から20年というこの節目の年に、「消費税増税の息の根を止めよう」と大運動にとりくみ、増税を公約に掲げた麻生・自公政権の狙いを打ち破るとともに、この間、狙われてきた数々の増税策動をすべて阻止してきたことは、私たちの運動と国民世論の大きな成果であり、このことを確信にしたいと思います。

　「国民の声で政治が動く」という新しい時代の幕開けの中で、私たちの運動も新たな発展が求められています。この中で、増税勢力の巻き返しをいささかも甘く見ることはできません。私たちは、今まで以上に消費税を増税させず食料品非課税など暮らしにかかる消費税の減税をかちとり、消費税頼みでない「応能負担」の原則に沿った税財政のあり方を提起し、将来の消費税廃止を展望して運動を強化していく必要があります。

　本日の会議の目的は、
①総選挙後の情勢と新政権の動向について認識を深めるとともに、増税勢力の狙いを完全に打ち破り減税を勝ちとるための運動方向について全国的な意思統一をおこなうこと、
②そのためにも各地のすすんだ活動・経験から学び合い創意工夫をいっそう進めるため、活動を交流し、運動にただちに生かしていくこと、です。

２、０９年２月以降の運動の到達点
粘り強く中央、地方で毎月の署名・宣伝行動を展開してきました。特に今年は消費税実施20年の節目の年として「消費税そもそも論」の学習を強めるとともに、署名を軸に対話活動を重視してきました。総選挙アンケートにも各地域で積極的にとりくみ、有権者に判断材料を提供してきました。各地での対話では、お年寄り、中小業者、主婦層から出される重税・生活苦への怒りをはじめ、中高校生、大学生、若者からも消費税増税計画への怒りが多く出されました。また、「消費税を増税せずに財源はあるのか」の質問も多く寄せられ、軍事費や大企業・大資産家への優遇税制にメスを入れれば社会保障財源は生み出せることを明らかにしてきました。（各地の主な活動は別項）
・約半年間で、以下の地域各界連が再建・活動再開されました。
　東京・武蔵野、同・西東京、同・西多摩、京都・乙訓、同・左京、同・宇治、同・東山
・以下の自治体で、この８カ月間に、「消費税増税反対」決議・意見書が採択されました。
　北海道・斜里町、埼玉・北川辺町（趣旨採択）、滋賀・野洲市。全国集計は５２自治体。
・１０００万対話・署名は７月15日現在で約６３８．３万人分に達し、半年前の代表者会議以降１０８．３万の伸びに（08年１月・３００万、09年１月末５３０万、４月15日６１８．４万）。
・「消費税増税反対」著名人アピールは個人１３６人、団体20人に。（地方は65通）

３、消費税をめぐる情勢

１）自公が掲げた２０１１年からの増税を阻止したことは歴史的な快挙
今回の総選挙で、２０１１年度からの消費税増税を狙った自公政権に対して国民が厳しい審判を下したことは、単に「２年後の増税」を阻止したことにとどまらない、歴史的な意義があります。

①21世紀になってからも、悲願である消費税増税を実現するため、繰り返し増税計画を発表し、マスコミも巻き込みながら国民に増税を迫った財界の思惑を打ち破ったこと、②総選挙で財源問題が議論になり、消費税に頼らなくても福祉の財源があることが明らかにされたこと。これは「消費税減税・廃止」の展望を大きく切り開くものとなったこと、です。
財界は２００３年の年初に当時の奥田碩経団連会長が「２００４年から毎年１％ずつ消費税を引き上げ、２０１５年には16％にする」と言明、安倍政権も「２００７年度に消費税を引き上げる」ことを狙い、福田政権も基礎年金の国庫負担を２分の１に引き上げることを口実に「２００８年度中の消費税引き上げ」を狙ってきました。２００９年の今年は、麻生・自公政権が「２０１１年度までに消費税増税法案をつくる」ことを所得税法の付則１０４条に明記し、「消費税を含む税制抜本改革」を公約に掲げました。また社会保障を維持するためには消費税１２％が必要との試算も公表しました。日本経団連は２０１５年までに10％、２０２５年ころに17％とすることを求めましたが、総選挙結果を受けて、幹部が自民党政権の意思決定に深くかかわってきたことへの「反省」を口にせざるをえませんでした。マスコミは「消費税増税やむなし」どころか、「消費税増税がすべてを解決することを国民も銘記すべき」(読売)などと増税を積極的に受け入れるべきとの大キャンペーンをおこなってきましたが、総選挙後は財源問題で懸念はしつつも消費税増税については沈黙せざるを得なくなっています。
また、アメリカやヨーロッパでも付加価値税率を引き下げたり、低所得者への減税を大企業・富裕層への応分の負担でまかなおうとしており、私たちのめざす方向が国際的な主流であることが明らかにされました。

このような財界･マスコミ・自公などの狙いを、ことごとく私たちの運動と国民世論で葬り去り、低所得者に重い消費税の本質を明らかにしてきた成果を全国の仲間の大きな確信としていきましょう。

２）新政権が「政権任期中は消費税率を据え置く」と約束
・新政権の中心となる民主党はもともと改憲・消費税増税を掲げる政党であり、「将来の増税」の可能性を示唆する発言は選挙中から出されていました。しかし、選挙で示された国民の声に押され、鳩山代表は「４年間は増税しない」と表明し、民主党、社民党、国民新党は「政権期間中は消費税率を引き上げない」と政権公約で確約しました。
・この公約を守らせるとともに、「消費税を社会保障以外に使わないと明記する」(民主党マニフ
スト)などの社会保障口実の増税路線から抜け出せない誤りをただし、国民世論をいっそう大きくして増税させない立場を継続させていくことが、重要な運動課題となっています。

・毎日新聞の調査では当選議員の72％が「４年間引き上げない」と回答し（民主は94％の議員）、

ています。しかし、憲法の要請する税制の原則が応能負担と生活費非課税であることが確立されておらず、新しい衆院議員に対して、税のあるべき姿や世界の流れは「庶民減税、大企業・富裕者増税」であること、財源論での要請・申し入れ行動が重要となっています。

３）増税勢力の巻き返しや「財源論」からの増税容認論に十分な注意が必要
・日本経団連は、例年９月に提出している「税制改正要望」を見送っていましたが、10月２日に提言をまとめ与野党に送付しました。これまでと同様に、「消費税を含む抜本税制改革」「法人税の引き下げ」を強調していることは重大です。

・自民党・公明党は２０１１年度までに消費税増税法案を成立させることを「所得税法」付則１０４条に書き込み、３月27日成立させました。政権から退場したとはいえ、法律となったことを根拠に、増税法案の成立を迫る可能性があります。この残っている「火種」を一刻も早く廃止させることが求められます。
・民主党が総選挙マニフェストで「消費税については、引き上げ幅や使途を明らかにして、国民の審判を受け、具体化する」と将来の増税方向を示したこと、「2013年度から月７万円の最低保障年金制度を、消費税を財源にして創設する」と公約したことは重大です。また「法人税減税を検討」すること、「税・社会保障の共通番号制の導入」を提唱するなど、大増税と納税者背番号制への道を開く危険性があります。「４年先であっても消費税増税ノー」「消費税の増税は完全中止を」の国民の世論と運動がいっそう大事な情勢です。
４）「増税反対」は国民の多数

・国民、多くの団体は「社会保障のためであっても消費税増税反対」の声が多数です。給与所得も年金も減り、税・社会保障負担は増加、失業率は7月５．７％と最悪となり、11年連続で自殺者は３万人を超えます。今後も雇用、中小企業・農業・地域経済の悪化が予想される中、「増税などとんでもない」との国民の声は根強くあります。増税キャンペーンの中でも、「当面は引き上げるべきでない」との意見が多数を占め、圧倒的多数が「まず無駄遣いをなくすことが必要」と考え、政治の行方を注視しています。現状では「増税やむなし」という意見が少ないことは事実ですが、固定的なものではありません。無駄遣いをやめる政治を実現する中で、消費税によらない新たな財源論を示していけば、世論が大きく変わる局面を切り開くことも大いに可能です。

４、2010年参院選を展望した運動方向

＜運動の基本的方向＞

～参院選で食料品など暮らしにかかる消費税減税実現を～
新しい国会では、財源問題が大きな焦点となってきます。「増税反対・減税実現」署名を大いに広げて世論を高め、国会議員への働きかけを強めます。総選挙に続きさらに参院選で「増税反対」の勢力を多数にし、「消費税増税は完全中止に」の国会をつくるとともに、食料品など暮らしにかかる消費税の減税を実現させるため奮闘します。
＜重視する点＞

①２０１１年度からの消費税増税にレールを敷いた「所得税法」の付則１０４条がある限り、増税の火種は残っている。付則の廃止または削除を求めていく。
②いま減税が求められることを景気対策、家計支援の点からも明らかにしていく。

③税制のそもそもについて学習を強め、憲法が要請する原則は「応能負担」「生活費非課税」であること、税制が本来持つ重要な機能としての再分配機能強化が必要であることを示す。

④「社会保障財源にふさわしい」という増税勢力のごまかしを打ち破る。

⑤民主党が「聖域」としてメスを入れられない、５兆円規模の軍事費、米軍への思いやり予算、政党助成金などの廃止・見直し、大企業・大資産家優遇税制をあらためて応分の負担をさせることで、増税なしでも社会保障財源をつくり、財政再建をすすめることは可能であることを示す。

＜具体的なとりくみ＞

①１０００万対話と署名の推進・・参院選までに、地域１割や団体で○万署名などの目標をたて、各団体構成員に依拠して広げる、地域へ積極的な個別訪問計画を立てるなどで推進する。
②宣伝の工夫と強化・・・毎月の宣伝の定例化をすすめる。見て分かり、楽しく、対話がすすむように宣伝グッズ、宣伝スタイルを工夫していく。ターミナルだけでなく、宣伝カー運行や地域での宣伝も重視する。
③団体懇談、申し入れの推進・・・参加団体の得手を生かして、これまでの枠を超えた団体に積極的に申し入れて懇談。とりくみの交流をおこない、署名の協力や役員会での決議などを要請する。
④旺盛な学習会の開催・・・「社会保障財源」「財政赤字」など、消費税増税への世論誘導が毎日マスコミなどから流されている状況のなかで、消費税のそもそも論と税制のあるべき姿を学び運動への確信を深める学習会を、各団体が講師になるなどして、草の根から無数に開いていく。
⑤地方議員、地方議会、地方自治体首長などへの働きかけ強化・・・地方財政の厳しさから「地方消費税」の増収を期待する自治体関係者が多く、意見書決議は少ない。懇談、要請を強める。
⑥国会議員、マスコミ、省庁などへの働きかけ強化・・・国会議員地元事務所への要請、議員・マスコミへ手紙、ハガキ、メールなどの送付、地方マスコミへの情報提供と報道の要請、省庁が求めるパブリックコメントへの応募などを強める。
＜運動の節目＞

１、本日の会議から来年３月末までは、「消費税減税」実現めざし、宣伝・学習と地域各界連再建・強化を重点に運動を強める。

①毎月の宣伝を定例化し、学習会・地域での行動を強化する。新しい宣伝資材も検討する。
②各団体の秋、春の運動と結合して各界連の活動を強め、地域総行動、地域デモ、地域いっせい行動などに取り組む。
③12月24日、４月１日を中心とした「消費税強行可決21年」「消費税実施21年」「全国いっせい行動」は、全国３０００カ所規模での行動をめざす。３･13重税反対全国統一行動をあらゆる分野・階層の人たちが「重税反対」で決起する契機として重視して取り組む。
④地域各界連の再建･強化で６００を急いで確立し、１０００をめざす。

⑤臨時国会と通常国会で、適切な時期に国会行動を設定し、署名提出行動をおこなう。

２、参院選目前の４月～７月は「参院選で暮らしにかかる消費税減税を実現する運動強化期間」（仮称）とする。宣伝・対話・学習を強化する。アンケート・公開質問状・申し入れなどの活動を強め、団体構成員と有権者に判断材料を提供する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

資料　２月以降の主な取り組み

（中央各界連）

・２月４日、国会要請行動と全国代表者会議を開催。国会要請行動は９団体１１県６６人。代表者

会議は１５団体２９県９２人が参加し、総選挙で「増税勢力に審判を下す」決意を固めあった。

・３月19日、事務局団体トップ9氏のアピール「消費税実施20年『大増税計画撤回！　食料品

などくらしにかかる消費税の減税を求める　全国いっせい大宣伝行動』を大きく成功させること

をよびかけます」を発出。

・「増税レールを敷く税制改正案付則の撤回」を求めた要請書を全国によびかけ、８県28組織か

ら４３３通が首相、政党、参院議員に提出。

・４月１日を中心に全国で「いっせい行動」、中央では日本共産党・志位委員長も初参加。全国

約２８００カ所。

・「消費税増税反対」著名人アピールをよびかけ、はがきでの返送が個人１３６人、団体20人に。

3月27日記者発表し、ホームページで公開。

・５月13日、国会要請行動をおこない、60人参加。17万の署名を提出。

・対話リーフレット「２０１１年度からの消費税増税なんて許せない」を30万部作製し、約16

万を活用。

・著名人の「消費税増税反対」メッセージを掲載した商工新聞号外を約４千部活用（全商連は独

自に25万部を活用）。

・総選挙アピールを８月1日付けで発出。
（各県・地域の各界連）
★青森・東青各界連は６月以降、24日以外にも毎週地域のスーパー前での行動。４月には東青各界連となくす会の20人が共同でシール投票。

★岩手で「政策を聞く会」「消費税増税問題を考える学習会」開催　「くらしを考えるネットワーク」（いわて生協、いわて労連、岩手県商連など７団体で構成）は６月24日、「消費税と社会保障について政党の政策を聞く会」と「消費税増税を考える学習講演会」を開催、１７０人が参加。

★岩手・久慈各界連は７人が土風館前でシール投票を行いました。（５月）

★消費税廃止宮城県各界連とネットワーク宮城、消費税をなくす宮城の会の３団体は８月12日、県内各地で「消費税率の引き上げに反対する宮城県いっせいアピール行動」を実施しました。

★宮城一般労働組合みやぎ生協支部は４月21日から28日までの８日間、「消費税増税反対！　店頭いっせい署名行動」を展開。全47店舗で実施し、正規・パート・アルバイター・コープ委員ら合計９８２人が参加し、署名は１万３３０８人分を集約。

★福島県と福島市の各界連の行動では農民連の協力で桜の花木を用意し渡しながら署名の訴え。

★新潟県各界連　リーフや風船を配り、１４１人から署名が寄せられました。また着ぐるみの「カエル」君も大活躍して子どもや若者に人気・・４月

★長野県各界連　６月開会の県議会に向け53団体の団体署名、宣伝カー用のテープも作成・４月

★埼玉県各界連　上福岡駅でのシール投票は５班10人が参加、50人全員が「増税反対」にシール（新婦人）。埼玉土建さいたま南支部は市長選挙の宣伝と合わせて、３月29日に２１２人が参加し、ハンドマイクは44組が出動し４６２回のスポット宣伝、各戸訪問でチラシで対話、２３８０枚を配布し580人と対話。・・・４月
★埼玉・越谷各界連は５月の行動で２カ所に５団体44人が行動。署名２２８人分が寄せられ、ティッシュは１４００個を配布

★東京・渋谷　増税反対署名の賛同続々、48団体から　東京・渋谷各界連は区内の７００を超える団体に1月初旬に署名を郵送、続々賛同が寄せられています。２月末までに商店会11はじめ、労組10、医療機関18、シニアクラブ５、婦人団体1、消費者団体1、障害者団体２の48団体に。

★東京各界連、神奈川県各界連　「増税反対」黄色ステッカーを作成。（6月）
★川崎市各界連は７月から団体訪問を実施。個人・団体署名を労働組合やスーパーに事前送付して訪ねていきます。あるスーパーの総務マネージャーは「趣旨は理解している。消費税増税はわれわれも反対。うちはうちでやっている。一緒にはできないが、お互いがんばりましょう」とエール。
★愛知連絡会　４１４団体で県議会あて請願署名を提出　愛知県連絡会は２月19日、栗田宏県議会議長へ４１４団体の請願署名を直接手渡しました。昨年６月の２３０団体、９月の３３６団体、12月の３３９団体を大きく上回り、近年でもっとも多い賛同数でした

★愛知・尾北民商　自転車パレードが注目　犬山、岩倉、江南の各駅で宣伝。 犬山では自転車11台に増税反対のぼりをつけ、市街地をパレードしました。岩倉では、花見で賑わう駅利用客に署名を呼びかけました。江南では、江南市内の民商支部役員らが宣伝。３カ所で33人が参加し66人分の署名が集約されました。・・・４月の行動

★愛知　ロングラン宣伝、シール投票、５００人の署名など大ブレイク　愛知連絡会は消費者団体連絡会と共同で、３月31日に名古屋市栄で５時間のロングラン宣伝し16団体80人が参加。シール投票は「増税賛成」23、「反対」４４７人と圧倒的。増税反対署名は過去最高の５１６人分が寄せられました。豊橋連絡会は55人が参加しティッシュ３５００個を配り、署名が３１９人分に。
★愛知県連絡会は６月５日、消費税増税反対で名古屋商工会議所と５つの百貨店と懇談しました。

★滋賀　消費税増税ノー、総選挙で審判を―滋賀県各界連は７月６～13日、「琵琶湖１周キャラバン」を実施。湖周20カ所で署名・宣伝し、１３５人分の署名が集まりました。

★大津各界連は７団体50人が、ちょうちん、のぼり、プラカード、横断幕を持ちにぎやかに石山商店街をデモ行進。（４月）
★京都各界連は京都市内７カ所をリレー宣伝するなど20カ所で行動。中京各界連の行動では雨の中、ティッシュやビラ。左京連絡会ではぬいぐるみを３体だして行動（4月）

★京都各界連　消費税増税反対千社札ステッカーを作成（7月）
★大阪・泉南　「消費税増税なんでやねん」「税金増えておかず減るのんなんでやねん」「金持ち減税なんでやねん」「庶民増税なんでやねん」などゼッケンをつけて訴え。（毎月の宣伝）
★大阪の泉佐野・熊取・田尻連絡会は５月17日、田尻漁港朝市会場前で署名行動。

★兵庫県各界連　リーフレット、「ストップ！消費税増税」を呼びかけるポケットティッシュ、風船などを配布・・・４月

★和歌山県各界連　県社保協と共同で６月27日、和歌山市の「ルミエール華月殿」で「消費税の引き上げ許すな　消費税劇場20年物語」を開き、90人が参加しました。
★和歌山市の行動ではＪＲ和歌山駅前で20人がシール投票を実施・・４月

★広島県各界連は７月10～12日、「消費税増税反対いっせい行動｣に取り組み、11地域で44団体１１２人が行動、署名が４２７人分

★山口県各界連となくす会などが山口市で70人がデモ行進し、地元YABテレビが取材。７～９日まで消費税増税反対キャラバンで５団体のべ63人が２台の宣伝カーで６コースを走行。（4月）
★山口県各界連に加盟する県商連は８月22，23日県内をかけめぐる消費税キャラバンを実施。

★福岡市の消費税廃止福岡西部地区各界連は７月５日、「もう暮らしていけんばい！　消費税増税阻止・廃止へ　大学習会と怒りの告発・デモ行進」を２５０人で実施。学習会は３００人が参加。

★熊本・宇城民商は８月23日、恒例の宇土市・地蔵祭りで8人が署名行動、164人が署名。

★熊本市では民商、建築労、民医連、県労連など5台の車で市内を宣伝。正午からは昼デモとビラ配布、署名・・4月の行動
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